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本日の発表内容

1. 学術機関リポジトリをめぐる状況

2. リポジトリの利用状況

3. OAを推進する制度変換の試み

4. 今後に向けて



知識基盤社会（ Knowledge-based society ）

『我が国の高等教育の将来像（答申）』（平成17年1月）
中央教育審議会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05013101.htm

①知識には国境がなく、グローバル化が一層進む。
②知識は日進月歩であり，競争と技術革新が絶え間なく生まれる。
③知識の進展は旧来のパラダイムの転換を伴うことが多く，幅広
い知識と柔軟な思考力に基づく判断が一層重要となる。

④性別や年齢を問わず参画することが促進される。

政治・経済・文化など社会のあらゆる領域で、活動の
基盤として＜新しい知識・情報・技術＞が飛躍的に重
要性を増した社会



新しい大学像

知識基盤社会

大学は自主性・自律性
とともに
公共的役割・社会的責
任を担う。



研究環境の変容

電子ジャーナル 電子ブック データベース
Wiki ブログ SNS 電子メール

文献管理ソフト 電子実験ノート
リポジトリ データ共有
RSS ポドキャスト

学会 会議 手紙
実験ノート
雑誌購読 図書購入 記事索引
図書館

研究のあらゆる段階でのコンピュータ利用



学術コミュニケーション変容の明暗

ネットワークを
利用した共同研

究

ヴァーチャル
な研究コミュニ

ティ

ネットワーク上の

データ共有

アクセスの保証

（Open Data）

論文の無償公開
（Open Access）

研究者の情報
利用行動の変化

情報の電子化・膨大化
学際的研究の増加
根拠に基づく科学
高度なネットワーク環境

商業出版社による電子ジャーナル
寡占化・価格高騰



大学、
大学図書館に
何ができるか？



大学図書館に求められる新たな役割

電子化への積極的な対応

（ア） 電子化の推進と貴重書等資料の電子化支援

（イ） 電子資料の確実な保存とアクセス環境の確保

（ウ） 電子化の新たな波への対応

（エ） 機関リポジトリの推進

「学術情報基盤の今後の在り方について（報告）」（平成18年3月）
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会・学術情報基盤作業部会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/toushin/06041015.htm



学術機関リポジトリ

大学及び研究機関等において生産された電子的
な知的生産物を保存し、発信するインターネット上
の保存書庫

Repository Maps
http://maps.repository66.org/



学術機関リポジトリの意義

（オープンアクセスの観点から）

•学術情報の円滑な流通
•研究のインパクト向上
•研究者自身による学術情報流通
•社会貢献
•研究成果を人類の共有財産化

商業出版社の発展途上国
プログラムだけでは
十分でない。

イラスト出典： (Mis)Leading Open Access Myths
http://www.biomedcentral.com/openaccess/inquiry/myths/?myth=all



学術機関リポジトリの意義

（機関の知的資産管理の観点から）

• 構成員の知的財産を永続的に保存
• 機関、研究者の認知度を向上
• 社会に対する説明責任
• 社会へのアピール

イラスト出典： Open Access Now（ BioMed Central による

研究情報の自由のためのキャンペーン）
http://www.biomedcentral.com/openaccess/



学術機関リポジトリの特徴

• フルテキストまで障壁なく提供（オープンアク
セス）

• メタデータのハーベスティングによる相互運
用性の確保（視認性の向上）

• ハンドルシステムによる、アクセスの永続的
な維持（学術情報としての信頼性）

• デジタル・ファイルを、学術機関が責任をもっ
て次世代に継承



世界の学術機関リポジトリ

1471リポジトリ

（2009/9/28現在）

出典： OpenDOAR http://www.opendoar.org/index.html（参照:2009/9/28）



世界の学術機関リポジトリ（国別設置数）

出典： OpenDOAR http://www.opendoar.org/index.html（参照:2009/9/28）



日本の学術機関リポジトリ

出典： （参照:）



大学ランキング（世界）
Webometrics Ranking of World Universities

http://www.webometrics.info/

スペインの研究機関が2004年から年2回発表しているWEB
上の影響度から見た大学ランキング。

評価指標は
①WEBページ数

②被リンク数

③学術ファイル発信量

④Google Scholarの件数

ランキングの目的はオープンアクセスの促進で、リポジトリの
コンテンツ収集が成功していれば、③④の点数が高くなる。

学術機関リポジトリのみのランキングも別にある。





大学ランキング （国内）

大学ランキング（週刊朝日進学
MOOK） / 週刊朝日編

朝日新聞社, 2009

2010年版に、従来の「大学図
書館ランキング」に加え、「機関
リポジトリランキング」が登場。

論文登載件数と、ダウンロード
件数による上位15位のランキ
ング
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伊藤論文の利用状況（NAGOYA Repository）

タイプ
登録件数

＊ 筆頭論文のみ

総ダウンロード数

＊ 登録時点からの総計

月平均ダウンロード数

＊ 登録月数で割った回数

会議資料 １３ ４，６５５ 回 ４.２～１８.７ 回

博士学位
論文 １ ５２０ 回 １３ 回

学術雑誌
掲載論文 １９ ２，２３３ 回 １.７～２１.４ 回

合計 ３３ ７，４０８ 回 ９.１ 回



2006年2月に公開した５論文の利用経過

持続的な利用



３３論文の月平均ダウンロード数

よくダウンロードされる
学位論文（月平均１３回）

会議資料の
需要は高い

学術雑誌掲載論文は、利用の
程度にかなり差がある

ScienceDirect収録論文だが、

月２１回のダウンロード



論文への到達状況

世界各地から

様々な
キーワードで

様々な参照元から
Metadata Harvesting

誰もが使える
検索エンジンから

CO2 emission
Life cycle

Bridge Acid Rain



世界各地から（Using CO2 emission … の場合）

Itoh, Y. ; Kitagawa, T. Using CO2 emission quantities in bridge lifecycle 
analysis. Engineering Structures (Elsevier). 2003, 25(5), p. 565-577.
http://hdl.handle.net/2237/160



様々なキーワードで（ Using CO2 emission の場合）

co2 
emission

北川徹哉

Co2 emission
evaluation acid rain 

road* 
infrastructure

types of civil 
infrastructures

lca concrete 
bridge

bridge blast 
analysis 
damage 

伊藤義人 lca

life cycle co2



誰もが使える検索エンジンから
（ Using CO2 emission … の場合）

直接



様々な参照元から（JAIRO、CiNii）



様々な参照元から（Google Scholar）



様々な参照元から（PORTA）



様々な参照元から（NDLTD）



様々な参照元から（scirus）



様々な参照元から（リンクリゾルバ <AIRWay>）



様々な参照元から（著者名解決ツール・名大開発）

教員プロフィール

リポジトリ
ReaD
OPAC

KAKEN 等へ

著者名
解決
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公的助成におけるOA義務化
• 公的な研究助成で、オープンアクセスを義務とする
ケースの増加

• データの公的データベースへの登録を義務づける例
もある

SHERPA / JULIET
http://www.sherpa.ac.uk/juliet/
研究助成機関の 方針一覧



NIH Public Access Policy 

National Institutes of Health（米国国立衛生研究

所）が助成した研究成果を査読つき論文として発表する

場合、１年以内に最終稿をPubMed Centralで公開する

こと（2008年4月8日～）。

参考： NIH Public Access
http://publicaccess.nih.gov/

反対する出版社は、この方針を著作権侵害
だとして、著作権法改正案を提出



ＮＩＨのOA義務化を支持した科学者の声

• インターネットのおかげで、研究成果を素早くシェアできる環境
は整ってきている。

• ところが、ＮＩＨによって助成された医学研究の大部分は、税金
をすでに払った納税者がアクセスできない状態にある。

• 乳ガンと闘う女性がインターネットを検索したとき、治療オプ
ションは多く見つかるのに、査読された高品質の治療オプショ
ンは、お金を払わないと見られない状況である。

• 我々は、自分たちの研究成果を含め、税金を使って得られた
科学知識の普及を遅らせる障壁に対して異議を申し立てる。

NIHのOA義務化法案を支援するため、２６人のノーベル賞受賞者が米国
議会に送った公開書簡（2007年7月8日）より

http://www.taxpayeraccess.org/bof.html



国内の公的助成に関する動き

＜科学技術・学術審議会の審議での言及＞

科学研究費補助金などの公的資金の助成を受けて展開された

研究の成果については、社会的な透明性や説明責任を確保す

る観点からも、国民が等しく、ひいては 世界中からアクセスが可

能となるよう、オープンアクセスをより強く進めていく必要がある。

（中略）我が国においても研究成果となる学術論文等のオープン

アクセスの義務化も含めた対応の強化に向けた検討が必要であ

る。

「大学図書館の整備及び学術情報流通の在り方について（審議のまとめ）」

科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術情報基盤作業部会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/toushin/1282987.htm



機関におけるOA義務化

OAを義務化した機関： ４３

（２００９．９月現在）

http://www.eprints.org/openaccess/policysignup/



義務化ポリシー登録フォーム



ハーバード大学のOA義務化

2008.2 文理学部

2008.5 法学部・ロースクール

2008.5 Office for Scholarly Communication 設置

2009.3 ケネディスクール（公共政策大学院）

2009.6 教育学大学院

2009.9 機関リポジトリ DASH を公開

• 教員は、論文の著作権を保持するが、それを行使する権
利を大学に与える。

Office for Scholarly Communication
http://osc.hul.harvard.edu/osc.php



ハーバード大学のOA義務化の影響

2008.6 スタンフォード大学教育学大学院で、ハーバー
ド大のOA方針を検討後、義務化

イラスト出典： SPARC Innovators
http://www.arl.org/sparc/innovator/harvardfas.shtml



大学レベルでのOA義務化の例

2004. 2 クイーンズランド大学（オーストラリア）

2004.12 ミーニョ大学（ポルトガル）

⇒ 登録状況を予算配分に反映

2008. 4 サウサンプトン大学（イギリス）

2009. 3 マサチューセッツ工科大学（アメリカ）



ボストン大学でのOA推進計画

• 教員のために便利なリポジトリの構築

• 教員が論文の著作権に関し、出版社と非独占的契
約を結ぶこと

• 査読のあるオープンアクセス雑誌での出版

• テニュアや昇進のための業績判定に、査読のある
オープンアクセス雑誌を同等に扱うこと

• 図書館による出版社との契約交渉サポート

• ボストン大学の雑誌がオープンアクセス化すること

Open Access News
http://www.earlham.edu/~peters/fos/2009/02/boston-u-adopts-oa-mandate.html 

（参照:2009/9/28）



国内機関での「義務的制度」の事例

北陸先端科学技術大学院大学

• 業績データベースに登録されている論文は、教員か
らの申し出がない限り、リポジトリ登録を認めるもの
として論文のリポジトリ登録を行う。

＜平成20年6月16日 教育研究評議会で承認＞

「JAIST学術研究成果リポジトリの充実計画 ～業績データベース
と連携したコンテンツ集め～」 寺田美樹. 
http://hdl.handle.net/10119/8191（参照:2009/9/28）



「学位論文電子化の諸問題に関するワーキング・グルー
プ」 中間報告（20年3月）
（国立国会図書館、国公私立大学図書館、国立情報学研究所、文部科学省より
検討に参加）

http://www.jaspul.org/event/08gakuiwg.pdf

１） 全ての学位論文は可能な限り電子化して利用に供す

べき

２） 将来的には学位規則を改正し、学位論文が電子化さ

れることを前提とすべき

３） 将来的に電子化が前提となるまでは、大学図書館・

国立国会図書館（※）・国立情報学研究所の三者が連携
・分担して電子化と公開を行うべき

（※）21年度補正予算により、1990年代の博論（13万冊）を電子化予定

博士学位論文の登録
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オープンアクセスに関する声明

～新しい学術情報流通を目指して～
国立大学図書館協会（2009年3月）

http://wwwsoc.nii.ac.jp/anul/j/operations/requests/statement_09_03_16.pdf



OAに関する声明（関係者への主な提言）



OAに関する声明（関係者への主な提言）



OAに関する声明（関係者への主な提言）



大学図書館の新たな役割

• 学術情報をめぐる関係者との、新しい関係

• これまでの役割分担にとらわれない新しい役割

• 機関や国を超えた連携、協働

学協会への働きかけ

デジタルリポジトリ連合と欧州の
プロジェクトDriverとの協力

共同リポジトリの活動



大学図書館の新たなサービス

• 研究成果の視認性を最大限にする支援

• 知的生産物の電子的保存

• ILLによる文献提供から機関リポジトリによる

直接サービスへ

• 雑誌購読によらない研究論文の提供

• 博士論文、研究報告書など灰色文献の提供

• 紀要のプラットフォーム



大学にとってリポジトリがもつ可能性

•大学の視認性、評価を高める

•社会連携のきっかけとなる

•助成につながる種まきとなる

•埋もれていた研究成果、研究データの掘り
起こしとなる

•異分野の研究をつなげる基盤となる



（提案）リポジトリの可能性を広げるために

リポジトリを研究者にとって必須のツールに

• より詳細な利用情報の提供

アクセス数、アクセス地域、検索キーワード

• 研究のワークフローにそった論文登録の実現

• 他のシステムとの連携による登録負荷の解消

• 学術雑誌のプラットフォームとしてのリポジトリ

• 論文のバージョン管理機能

• 公開時期の制御機能

• その他の研究者向けサービスとの融合



まとめ
1. 大学が学術情報の生産だけでなく、その流通の主体

となりうる

2. 大学図書館にとって、学術情報を扱う様々なステーク
ホルダーと関わるチャンスである

3. 学術情報の質・量の変化に大学図書館が対応してい
くためにも重要な活動

4. リポジトリをさらに推進する中で、研究者に本当に必
要な情報サービスを確立できる可能性がある

5. あらゆる市民に大学の知的生産物を直接開示できる

6. 学術成果を人類共有の財産とするための基盤である

56
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機関リポジトリを持たない大学は

社会への説明責任を果たせない

やがて現在の大学公式ホーム
ページと同様大学にとって必須の
ものとなる

２００５～
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